
頁 項目 現行条文 頁 項目 新条文

1 2

　評定要領第２条の対象とする工事は、請負代金
額（変更があった場合は変更後の金額）が130万
円以上の工事とする。ただし、解体工事、維持・
修繕工事及び災害時における緊急を要する工事等
で市長が評定に適さないと認めた場合は除くこと
ができる。

1 2

　評定要領第２条の対象とする工事は、請負代金
額（変更があった場合は変更後の金額）が200万
円超の工事とする。ただし、解体工事、維持・修
繕工事及び災害時における緊急を要する工事等で
市長が評定に適さないと認めた場合は除くことが
できる。

3 1－(1)－2)
　対象期間内の現場閉所率（現場閉所日数／対象
期間日数）に応じて評価する。

3 1－(1)－2)
　月単位・通期の週休２日の現場閉所率に応じて
評価する。

81 1

　請負代金額（変更があった場合は変更後の金
額）が130 万円以上500 万円未満の工事（以下
「少額工事」という。）については、下記により
運用するものとする。

81 1

　請負代金額（変更があった場合は変更後の金
額）が200 万円超500 万円未満の工事（以下「少
額工事」という。）については、下記により運用
するものとする。

198 1－2－(1)

　富士市が施行する当初請負代金額130万円以上
1,000万円未満（補助事業も含む）の建設工事
（以下「小規模工事」という。）に適用する。
　なお、当初請負代金額130万円以上500万円未満
（補助事業も含む）の建設工事を特に「少額工
事」という。

198 1－2－(1)

　富士市が施行する当初請負代金額200万円超
2,000万円未満（補助事業も含む）の建設工事
（以下「小規模工事」という。）に適用する。
　なお、当初請負代金額200万円超500万円未満
（補助事業も含む）の建設工事を特に「少額工
事」という。

198 1－3－(2)
　チェックリストにおける「省略」とは、定められ
た様式での提出を省略することができるものであ
り、検査時等の提示など説明責任の必要がある。

198 1－3－(2)
　チェックリストにおける「省略」とは、定めら
れた様式での提出を省略することであり、説明責
任が要らないということではない。
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200 総括監督員 主任監督員

土木工事に於ける契約関係書類チェックリスト

電子納品

受注者 監督員 (情報システム含む）

当初､変更

契約締結時

当初

変更 変更した部分は朱書き

工事概要 省略 省略

計画工程表 省略 省略

現場組織表

指定機械 省略 省略

主要資材

施工方法 コン クリートの打設高､型枠の取り外し時期等 省略 省略

施工管理 省略 省略

現場閉所計画

品質証明書（計画）

安全管理 具体的な計画を 記載

安全管理 架空線等上空施設 工事に係る すべての箇所 支障物件の有無にかかわらず監督員へ報告

安全管理 現場にも掲示する

緊急時の体制及び対応

交通管理

環境対策 省略 省略

省略 省略

再生資源利用計画

再生資源利用促進計

画

確認結果票

創意工夫等 省略

その他 省略 省略

登録用データ 登録内容確認書の提示 500万円以上はすべて､契約後土日祝日を 除き10日以内 省略 省略

登録用データ（変更） 登録内容確認書の提示 変更があった日から土日祝日を 除き10日以内 省略 省略

実績データ 登録内容確認書の提示 完成後土日祝日を 除き10日以内 省略 省略

施工体制台帳

再下請負通知書

施工体系図

作業員名簿

施工体制台帳確認一覧表

盛土材 路体材・路床材

路盤材

注）　 小規模・少額工事における 施工計画書は、静岡県「小規模工事事務取扱要領」の記入例によ り記載内容の一部を 省略する ことができる ものとする。

道路用砕石品質管理試験表

道路用砕石

品質証明書

盛土材料の使用承諾（写し）

材料試験結果報告書（粒度､含水比等）

加熱アスファ ルト混

合物

骨材試験成績表

アスファ ルト試験成績表

室内配合設計書

現場配合設計書

配合計画書（様式1）

試験結果表又は土木事務所の使用承諾通知書

化学混和材（AE剤､減水剤標準形、AE減水剤標準形を 除く）の場合、結果報告書を もとに協議

レディーミクストコン

クリート非ＪＩＳ工場

上記の他に

プラ ント施設概要書

計量機器の検定証明書

品質管理データ

セメントの品質証明書

アルカ リ骨材反応性試験成績表

省略 省略

JIS規格外品

JIS規格品でJIS指定外工場製品

コン クリート積みブ

ロック、Ｕ型側溝用

溝蓋

品質規格適合通知書の写し

製品検査表

レディーミクストコン

クリート（ＪＩＳ工場）

JIS表示許可の写し

（主要工種以外は原則まとめて一式表示）

中間検査復命書 検査終了後､数日以内に資料（写真､検査結果等）を 提出

休日・夜間作業届

材

料

承

認

願

鋼材・コン クリート2

次製品・その他材料

JIS規格品でJIS工場製品

配合計算書（様式2）

骨材試験成績表（様式3）

創意工夫、社会性等について提案を 記載

設計図書で施工計画書に記載する ことの指示がある もの。（総合評価方式の技術提案関係等）

工事実績データ

施工体制台帳 下請契約額に拘わらず作成し、その写しを 提出

施工体系図は、工事現場の工事関係者の見やすい場所及

び公衆の見やすい場所に掲示「下請負人に対する 通知」も

掲示。また、一次下請負人となる 警備会社については、商号

又は名称、現場責任者名、工期を記入する 。

施

工

計

画

書

（主要工種以外は原則まとめて一式表示）

緊急時の連絡系統､連絡方法を系統図で記入

発生土等の運搬､現場周辺の交通対策。車両が一般的制限を 超える場合は運搬計画を 記載する こと。

騒音､振動､水質汚濁について周辺住民対策

現場作業環境の整備

再生資源の利用の

促進

建設副産物の量及び処理方法､処理場所

建設省令に規定する建設資材（土砂・砕石・加熱アスファ ルト混合物）を 工事現場に搬入する 場合､公衆の見やすい場所

に掲示する 。

建設省令に規定する指定副産物（建設発生土・コン クリート塊・アスファ ルト塊・建設発生木材）を工事現場から搬出する

場合､公衆の見やすい場所に掲示する 。

再生資源利用促進計画の作成に当たり、現場及び搬出先が法令に基づき適正である ことを 確認しその結果を 提出する。

また、公衆の見やすい場所に掲示する 。

品名､規格､寸法､購入会社名

仮設備計画､工事用地等含む

工程管理､出来形管理､品質管理､写真管理、段階確認・立会願（計画）

安全訓練等の実施は月あたり半日以上

予想される 事故対策リスト、工事事故ハザードマップ等

法定外労災保険証 監督員に提示する。

電子納品事前協議チェ ックシート

設計照査

工事測量成果表 設計図書と差異を生じた場合、又は測量標(仮BM）及び多角点を 設置する ための基準となる 点の測量結果は提出

機械の名称､規格､指定番号､台数

主任技術者等
4,500万円以上は専任、下請け契約総額5,000万円以上は監理技術者（監理技術者資格者証の交付を 受けている 者）　注）変更増で4,500万円以

上になった場合は､その時点で専任の届出を提出

品質証明員通知 品質証明対象工事（請負金額１億円以上、低入札調査実施工事）

請負代金内訳書 契約締結後10日以内（契約約款第3条）。健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る 法定福利費を 明示する こと。

チェ ック欄

契約書

建設業退職金共済組合掛金収納書

工程表 契約締結後10日以内

チェ ック欄

初回打合せ時においてチェックリストに基づき確認すること。

項目 細目 摘要
小規模

工事

少額

工事

総括監督員 主任監督員

土木工事に於ける契約関係書類チェックリスト

電子納品

受注者 監督員 (情報システム含む）

当初､変更

契約締結時

当初

変更 変更した部分は朱書き

工事概要 省略 省略

計画工程表 省略 省略

現場組織表

指定機械 省略 省略

主要資材

施工方法 コン クリートの打設高､型枠の取り外し時期等 省略 省略

施工管理 省略 省略

現場閉所計画

品質証明書（計画）

安全管理 具体的な計画を 記載

安全管理 架空線等上空施設 工事に係る すべての箇所 支障物件の有無にかかわらず監督員へ報告

安全管理 現場にも掲示する

緊急時の体制及び対応

交通管理

環境対策 省略 省略

省略 省略

再生資源利用計画

再生資源利用促進計

画

確認結果票

創意工夫等 省略

その他 省略 省略

登録用データ 登録内容確認書の提示 500万円以上はすべて､契約後土日祝日を除き10日以内 省略 省略

登録用データ（変更） 登録内容確認書の提示 変更があった日から土日祝日を除き10日以内 省略 省略

実績データ 登録内容確認書の提示 完成後土日祝日を 除き10日以内 省略 省略

施工体制台帳

再下請負通知書

施工体系図

作業員名簿

施工体制台帳確認一覧表

盛土材 路体材・路床材

路盤材

注１）　 小規模工事とは当初請負代金額500万円以上1,000万円未満､少額工事とは当初請負代金額130万円以上500万円未満に摘要する｡ 

注２）　 「省略」とは、定められた様式での提出を 省略する ことができる ものであり、検査時等の提示など説明責任の必要がある。

　　　 　なお、工事・工種特性により監督員が特に提出を 求める場合はこの限りでなく、必要である 項目を 現場説明事項・特記仕様書等に記載若しくは協議することで提出を 求めることができる ものとする 。

注３）　 小規模・少額工事における 施工計画書は、静岡県「小規模工事事務取扱要領」の記入例によ り記載内容の一部を 省略する ことができる ものとする 。

現場配合設計書

アルカ リ骨材反応性試験成績表

道路用砕石品質管理試験表

道路用砕石

品質証明書

盛土材料の使用承諾（写し）

材料試験結果報告書（粒度､含水比等）

加熱アスファ ルト混

合物

骨材試験成績表

アスファ ルト試験成績表

室内配合設計書

化学混和材（AE剤､減水剤標準形、AE減水剤標準形を 除く）の場合、結果報告書を もとに協議

レディーミクストコン

クリート非ＪＩＳ工場

上記の他に

プラ ン ト施設概要書

計量機器の検定証明書

品質管理データ

セメン トの品質証明書

省略 省略

JIS規格外品

JIS規格品でJIS指定外工場製品

コン クリート積みブ

ロック、Ｕ型側溝用

溝蓋

品質規格適合通知書の写し

製品検査表

レディーミクストコン

クリート（ＪＩＳ工場）

JIS表示許可の写し

配合計画書（様式1）

中間検査復命書 検査終了後､数日以内に資料（写真､検査結果等）を提出

休日・夜間作業届

材

料

承

認

願

鋼材・コン クリート2

次製品・その他材料

JIS規格品でJIS工場製品

配合計算書（様式2）

骨材試験成績表（様式3）

試験結果表又は土木事務所の使用承諾通知書

創意工夫、社会性等について提案を 記載

設計図書で施工計画書に記載する ことの指示があるもの。（総合評価方式の技術提案関係等）

工事実績データ

施工体制台帳 下請契約額に拘わらず作成し、その写しを 提出

施工体系図は、工事現場の工事関係者の見やすい場所及

び公衆の見やすい場所に掲示「下請負人に対する通知」も

掲示。また、一次下請負人となる警備会社については、商号

又は名称、現場責任者名、工期を 記入する 。

施

工

計

画

書

予想される事故対策リスト、工事事故ハザードマップ等

緊急時の連絡系統､連絡方法を系統図で記入

発生土等の運搬､現場周辺の交通対策。車両が一般的制限を 超える 場合は運搬計画を 記載する こと。

騒音､振動､水質汚濁について周辺住民対策

現場作業環境の整備

再生資源の利用の

促進

建設副産物の量及び処理方法､処理場所

建設省令に規定する 建設資材（土砂・砕石・加熱アスファ ルト混合物）を工事現場に搬入する場合､公衆の見やすい場所

に掲示する 。

建設省令に規定する 指定副産物（建設発生土・コン クリート塊・アスファ ルト塊・建設発生木材）を 工事現場から搬出する

場合､公衆の見やすい場所に掲示する。

再生資源利用促進計画の作成に当たり、現場及び搬出先が法令に基づき適正である ことを確認しその結果を 提出する 。

また、公衆の見やすい場所に掲示する。

品名､規格､寸法､購入会社名

仮設備計画､工事用地等含む

工程管理､出来形管理､品質管理､写真管理、段階確認・立会願（計画）

安全訓練等の実施は月あたり半日以上

工事測量成果表 設計図書と差異を 生じた場合、又は測量標(仮BM）及び多角点を設置するための基準となる 点の測量結果は提出

機械の名称､規格､指定番号､台数

（主要工種以外は原則まとめて一式表示）

（主要工種以外は原則まとめて一式表示）

品質証明員通知 品質証明対象工事（請負金額１億円以上、低入札調査実施工事）

請負代金内訳書 契約締結後10日以内（契約約款第3条）。健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る 法定福利費を 明示する こと。

設計照査

法定外労災保険証 監督員に提示する 。

電子納品事前協議チェ ックシート

チェ ック欄

契約書

建設業退職金共済組合掛金収納書

工程表 契約締結後10日以内

主任技術者等

チェック欄

初 回 打 合せ 時 に お い てチ ェ ッ クリ ストに 基 づ き確 認 す る こと。

項目 細目 摘要
小規模

工事

少額

工事

4,000万円以上は専任、下請け契約総額4,500万円以上は監理技術者（監理技術者資格者証の交付を 受けている 者）　注）変更増で4,000万円以

上になった場合は､その時点で専任の届出を 提出



編 頁 現行（青文字：改正箇所） 編 頁 改正（赤文字：改正箇所）
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